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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  397,617  388,212  224,348  87,000  76,864  -  665  8,740 

1 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策事
業（マスク
等消耗品
費）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  7,344  7,344  7,344  - 

①公共施設等に非接触型のディスペンサーや、消毒液等を設置
し、新型コロナウイルスの感染拡大を防止する。
②消耗品費、備品購入費
③
消耗品費　1,944千円
　・ディスペンサー　@9,548円×30個=286,440円
　・ふた付きゴミ箱　@2,730円×15個=40,950円
　・手指消毒液　　　＠5,500円×38個＝209,000円
　・アルコール消毒液　＠6,270円×19個＝119,130円
　・ハンドソープ　　＠8,580円×20個＝171,600円
　・抗原検査キット　＠1,555円×20個＝31,100円
　・サーキュレーター＠19,558円×32台＝625,856円
　　　　　　　　　　　　 ＠9,196円×50台＝459,800円
備品購入費　5,400千円
　・検温器　600千円×9台＝5,400千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
公共施設におけるクラスター発生
件数0件

ホームページにて周知 R4当初（地）

2 R3 単 －

コロナ感染
症対策特別
金融支援利
子補給事業
（R4融資分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ －  2,041  1,750  1,750  291 

①コロナウイルス感染症の影響により、売上げの減少で事業者
の経営が逼迫される中、国の支援の対象とならない利子補給を
行い、地域の雇用・事業の維持に対する支援を行う。
②補助金、積立金
③中小企業等の事業継続のための令和４年中の資金融資に係
る利子補給及び後年度の利子補給財源として必要となる基金積
立
　令和4年度の利子補給金583千円
　　（融資利率0.7%、うち町負担292千円）
　　その他財源：県補助金291千円
　基金積立（令和5～9年度利子補給額）1,458千円
　　 令和5年度利子補給額350千円
　　 令和6年度利子補給額350千円
　　 令和7年度利子補給額350千円　
　　 令和8年度利子補給額350千円
　　 令和9年度利子補給額58千円
④町内中小企業

－ － － ○ R4.4 R5.4以降
新型コロナウイルス感染症の影響
に起因する町内事業所の廃業数0
件

広報誌、ホームページにて周知 R4当初（地）

3 R3 単 －
３町グルメ
キャンペーン
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ －  616  616  616  - 

①コロナ禍からの需要回復に向けて、地元需要喚起を促す企画
として、山陰道で結ぶ３町を「食」でつなぎ、地元グルメの食のみ
やこ鳥取県と各町の食の特産品のPRのため、住民参加型の企
画としてグルメキャンペーンを実施する。
②負担金
③負担金616千円（1,848千円/3町）
④グルメキャンペーン実行委員会

－ － － － R4.6 R4.12
・琴浦町参加店舗　20店舗以上
・琴浦町飲食店利用者　240人以
上

ホームページ、ポスター、チラシ及
び3町で運営するケーブルテレビに
よる周知

R4当初（地）

4 R3 単 －
米価下落影
響緩和対策
事業補助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ －  21,943  21,943  21,943  - 

①コロナウイルス感染症の影響により需要が低迷し、令和３年
度産の米価が下落したことによる生産者の生産意欲を回復する
ため、補助金を交付し、生産者に支援を行うことで生産者の令和
４年度の耕作意欲を向上させ水田活用を促進する。
②補助金、役務費、需用費
③補助金　3,715円/10a×582.11ha＝21,626千円
  　役務費：郵送料281千円
　　需用費：消耗品費36千円
④令和3年3月31日時点水田台帳において令和3年度産主食用
米の町内水田への作付けを行った者

－ － － － R4.5 R5.3
R3主食用米作付水田のR4年度活
用面積95%以上

広報誌での周知のほか、対象者へ
の直接通知

R4当初（地）

5 R3 単 －

コロナからの
復興エー
ル！文化芸
術活動再開
応援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  500  500  500  - 

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、文化芸術団体の
活動が自粛されている。３密対策など講じられないことにより、こ
れまで活動拠点としていた施設で活動ができなくなった文化芸術
活動団体に対し、まなびタウンとうはくと分庁舎多目的ホールを
開放し、3密対策を講じられる環境を提供することより、文化活動
団体の支援を行う。
②文化芸術活動のための会場使用料の減免に係る経費
③減免額：練習利用409千円（94件）、発表利用91千円（2件）
④一般会計

－ － － － R4.4 R5.3
・減免制度利用団体5団体以上
※令和３年度は4団体

ホームページでの周知のほか、活
動団体への直接説明

R4当初（地）

6 R3 単 －

紙媒体によ
る新型コロ
ナウイルス
対応支援策
周知事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  476  476  476  - 

①町が実施する新型コロナウイルス等に関する支援策につい
て、町ホームページに掲載するが、デジタルディバイドにも配慮
し、住民にその支援策等を周知するため、チラシの作成を行い、
全戸へ配布する。
②印刷経費、手数料
③印刷加工費449千円（211千円×2回、6,350部）
　折込み手数料27千円
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R5.3 全戸配付 ホームページ、SNSによる周知 R4補正（地）

7 R3 単 －

コロナ禍に
おける移住
定住等推進
PR事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ －  550  550  550  - 

①人気芸人を起用し、移住をテーマとした地方テレビ局の看板
番組で町の魅力を紹介し、山陰地方はもとより、県内・町内も含
めＰＲを行う。アフターコロナを見据えてまずは町に関心を持ち、
訪れてもらうきっかけとし、最終的に移住定住につなげる。
②広告料
③テレビ広告550千円
④地方公共団体

－ － － － R4.11 R5.3
・移住相談件数3件増/1月あたり
（放映後3ヶ月間の前年同月件数
との比較）

ホームページ、ＳＮＳによる周知の
ほか、テレビCMでの告知

R4補正（地）

8 R3 単 －

コロナ禍に
おける学校
給食事業
（臨時休校）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  302  302  302  - 

①新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休校時の学校
給食食材のキャンセル費用を公費負担とすることで、臨時休校
への対応を行い感染拡大防止を図る。
②需用費（賄材料費）
③臨時休校によるキャンセル費用302千円
　　小学校120,176円（＠296円×203人×2日想定）
　　中学校181,306円（＠337円×269人×2日想定）
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
小中学校におけるクラスター発生
件数0件

ホームページによる周知 R4補正（地）

9 R4 単 ○

コロナ禍に
おける学校
給食事業
（食材高騰
対策）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  1,763  1,763  -  1,763  -  - 

①コロナ禍において家計が急激な物価上昇の影響を受ける中、
給食費の値上げを行うことなく児童・生徒へ提供する給食の質を
落とさないため、物価上昇分の食材購入費を公費負担とし、保
護者の負担軽減を図る。
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③1,763千円（年間賄材料費（88,150千円）の約2%）
④小中学生の保護者

－ － － － R4.7 R5.3
物価高騰による保護者負担の追
加徴収金ゼロ

ホームページによる周知 R4補正（地）

10 R3 単 －
修学旅行
キャンセル
料助成事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ －  941  941  941  - 

①コロナ禍において家計への影響を受ける中、新型コロナウイ
ルス感染症の感染状況に応じて修学旅行の計画変更を余儀なく
されたことで生じたキャンセル料の全額を参加者に対して助成
する。
②補助金
③昼食、宿泊、駐車場キャンセル料　941千円
④町内小中学校

－ － － － R4.7 R4.7
修学旅行参加者のキャンセルに
伴う追加徴収金ゼロ

ホームページによる周知 R4補正（地）

11 R3 単 －
GIGAスクー
ル構想推進
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ －  5,161  5,161  5,161  - 

①コロナ禍の中、別室登校やオンラインでの学習者等にも対応
できるよう、GIGAスクール構想で整備ができていない教室等でタ
ブレット端末が使用できるようにネットワークを整備するととも
に、必要な端末を追加整備する。また、オンライン学習環境が
整っていない家庭に対し、モバイルルーターを貸与し家庭でのオ
ンライン学習環境を確保する。
②委託費、備品購入費、通信運搬費
③配線委託費3,300千円、タブレット端末7台315千円、モバイル
ルーター通信料1,546千円
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R5.3
オンライン家庭学習を行った児童
生徒の割合70%以上

ホームページによる周知 R4補正（地）

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 鳥取県 0858-52-2111
通常分

既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）
                                                                          196,336 

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

                                                                                                                                          169,825 

地方公共団体名 琴浦町
通常分

既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）
                                                                            70,084 

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

                                                                                                                                              3,150 

都道府県・市町村コード（５桁） 31371 国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）                                                                                   224,348 
重点交付金分

既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）
                                                                            64,935 

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

                                                                                                                                              2,258 

担当部局課名 総務課  地方単独事業費                                                                                   223,681 
通常分

既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）
                                                                                    - 

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

                                                                                                                                            23,361 

担当者氏名  国庫補助事業費                                                                                         667 
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）
                                                                              2,258 

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

                                                                                                                                          198,594 

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）                                                                                     87,000 
通常分　今回配分予定額

（国のR4予算・交付限度額⑤）
                                                                                    - 

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

                                                                                                                                            70,084 

 地方単独事業費                                                                                     87,000 
重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

                                                                                    - 
重点交付金分　交付限度額⑥

（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）
                                                                                                                                            64,935 

 国庫補助事業費                                                                                            - 
通常分　今回配分予定額

（国のR4予算・交付限度額⑦）
                                                                                    - 

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

                                                                                                                                                    - 

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）                                                                                     76,864 
通常分　配分予定額計

（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）
                                                                          198,594 

 地方単独事業費                                                                                     76,864 
通常分　配分予定額計

（国のR4予算・交付限度額⑤）
                                                                            70,084 

 国庫補助事業費                                                                                            - 
重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

                                                                            64,935 
 本省繰越希望額

（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額） 
                                                                                                                                                    - 

国のR4予算分（交付限度額⑦）                                                                                            - 
通常分　配分予定額計

（国のR4予算・交付限度額⑦）
                                                                                    - 

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額） 

                                                                                                                                                    - 

 地方単独事業費                                                                                            - 配分予定額計                                                                           333,613 
 本省繰越希望額

（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額） 

 国庫補助事業費                                                                                            - 移替先  総務省  交付限度額計                                                                                                                                           333,613 

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

交付対象事
業の名称

所
管

交付金の区
分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

交付対象経費
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

交付対象事
業の名称

所
管

交付金の区
分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

12 R3 単 －

子育て世帯
を応援！こ
とうら商品券
配布事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  26,140  26,140  26,140  - 

①コロナ禍で精神的、経済的に不安や負担が続く子育て世帯を
経済面で支援すると共に、地域で使用可能なことうら商品券を配
布することで、地域事業者の経済を活性化し、地域内の経済循
環を応援する。
②委託料、扶助費、通信運搬費
③ことうら商品券及び発行、郵送にかかる経費
　ことうら商品券（扶助費）10,000円/人×2,450人＝24,500千円
　ことうら商品券発行委託料650千円、通信運搬費990千円
④高校3年生世代までの町民
　（未来のことうらっ子応援事業対象者を除く）

－ － － － R4.6 R5.3 ことうら商品券換金率90％以上
広報誌、ホームページ、対象者へ
の直接通知で周知

R4補正（地）

13 R3 単 －
未来のことう
らっ子応援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  9,000  9,000  9,000  - 

①コロナ禍での子育てとなり精神的・経済的負担が続く中、現金
給付を行うことで安心して子育てを行うための生活支援を行う。
②交付金
③交付金9,000千円（100千円/人×90人）
④R4.4.1～R5.3.31に生まれた子を養育する保護者

－ － ○ － R4.7 R5.3
「交付金が安心して子育てを行う
ために役に立ったと感じる保護者
の割合」50％以上

ホームページ、ＳＮＳによる周知 R4補正（地）

14     

15 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  1,332  667  667  665  - 

①コロナ禍における保育施設の感染予防対策を継続して実施し
感染拡大を防ぐため、保育室や備品等の日々の清掃・消毒業務
を委託するとともに職員の業務改善を図る。
②委託料
③こども園消毒作業委託料1,332千円
　　1,045円×1H×182日×7人役　（公立5園分）
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
園内で新型コロナウイルス感染症
のクラスターを発生させない。（0
件）

ホームページによる周知 R3補正（国）

16 R3 単 －

withコロナ時
代の生涯学
習推進環境
整備

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ －  2,569  2,569  2,569  - 

①コロナを契機として生涯学習についてもデジタル技術を活用し
た学習機会が広がる中、住民の身近な生涯学習を提供する地
区公民館のデジタル環境を整備し、住民のデジタルリテラシー
の向上を図るとともに、デジタル技術を活用した生涯学習の提
供を行う。
②備品購入
③タブレット9台（1,305千円）、プロジェクター9台（759千円）、ケー
ス、スタイラスペン（270千円）　計2,334千円　(税込2,569千円）
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R5.3
各館リモート環境を使った事業を１
回以上開催する。

ホームページ、ちらし、広報誌によ
る周知 R4補正（地）

17 R3 単 －
withコロナ時
代の図書館
環境整備

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  220  220  220  - 

①新型コロナウイルス感染症対策として、閲覧席の減数、館内
でのイベントの縮小をしている。ブックトラックを活用し、図書館だ
けでなく、まなびタウン全体を利用することで、３密を避けながら
読書スペースを確保する。また、施設内で開催される講演やイベ
ントに関連した資料を施設全体で配架するなどし、安全な利用環
境を提供する。
②備品購入
③ブックトラック220千円（39,900円×5台×1.1）
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R5.3
図書館外での資料利用を促進す
るためブックトラックを使用した展
示を10回以上実施する。

町ホームページによる周知 R4補正（地）

18 R3 単 －

トレーニング
ルーム入退
室管理シス
テム導入事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ －  306  306  306  - 

①新型コロナウイルス感染防止対策として、総合体育館トレーニ
ングルーム利用の入退室において、バーコードによる入退室管
理システムを導入することにより、利用者と施設管理者の接触
機会を減らし、安心・安全な利用環境を整え健康づくりの場を提
供する。
②備品購入
③入退室管理ソフト １本　248,000円、セットアップ料　30,000円
　計278,000円　(税込み　306千円）
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R5.3 会員の利用率100％
ホームページでの周知のほか、利
用者への直接説明

R4補正（地）

19 R3 単 －
公共施設予
約システム
導入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ －  5,156  5,016  5,016  140 

①新型コロナウイルス感染症対応として、公共施設予約手続き
を非対面・非接触で行うためのシステムの導入を行う。
②システム構築委託料
③システム初期構築費　4,290千円
　システム使用料（R4年度分）　 726千円
　施設使用料の決済手数料（交付対象外）　140千円
④地方公共団体

－ － － － R4.8 R5.3 システム利用予約　300件以上
広報誌、町ホームページ、SNSに
よる周知

R4補正（地）

20 R3 単 －
リモートワー
ク環境整備
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ －  6,190  6,190  6,190  - 

①新型コロナウイルス感染症対応として、庁内での感染に備え
た分散勤務や在宅勤務を実施するためのリモートワークのシス
テムを整備し、非常時でも行政機能を維持する環境を確保す
る。
②委託料
③システム初期構築費　5,830千円
　端末・周辺機器整備費　140千円
　ライセンス使用料（R4年度分）　220千円
④地方公共団体

－ － － － R4.8 R5.3
リモートワーク利用回数　20件以
上

町ホームページによる周知 R4補正（地）

21 R3 単 －

二十歳を祝
う会帰省参
加者PCR検
査事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  1,775  1,775  1,775  - 

①新型コロナウイルスの感染状況は全国の地域ごとに異なる
中、県外在住者も対象者とする二十歳を祝う会(旧成人式)を開
催するにあたり、参加者へのPCR検査を実施し、感染拡大の防
止を図る。(PCR検査を実施できなかった者に対しては抗原検査
を実施する)
②委託料、役務費(郵便料)、消耗品費(抗原検査キット）
③対象者見込み数90人
　PCR検査料　1,337千円（14,850円/件×90人）
　PCR検査キット　149千円（1,650円×90人）
　PCR検査役務費　267千円（発送1,650円×90人、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　着払1,320円×90人）
　抗原検査キット22千円（1,078円×20個）
④地方公共団体

－ － － － R4.12 R5.1
二十歳を祝う会の開催に起因した
感染件数ゼロ件

ホームページ、対象者へ直接通知
による周知

R4補正（地）

22 R3 単 －

コロナ禍に
おける自治
会活動支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  4,518  4,518  4,518  - 

①新型コロナウイルス感染の懸念から自治会の地域コミュニティ
活動である各種事業が中止となる中、感染症の収束後の事業
再開が懸念される。自治会の活動に必要な感染防止対策を支
援し、持続可能な地域づくりを図る。
②補助金
③補助金4,518千円（補助率：3/4）
　（感染防止対策用品等の整備に要する経費）
　補助上限
　　・均等割　100千円/自治会×39自治会＝3,900千円
　　・世帯割　1千円/世帯×618世帯＝618千円
④自治会

－ － － － R4.7 R5.3

補助金を活用したことで対面での
活動再開の意向を示す自治会の
割合90%以上
（自治会活動の意向調査）

広報誌、ホームページ、区長会に
よる周知

R4補正（地）

23 R3 単 ○

酪農配合飼
料価格高騰
緊急支援事
業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ －  80,686  80,686  80,686  -  - 

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴う消費減少及び、原油高
などの影響により、経営を圧迫している町内畜産農家に対し、緊
急的に支援を行うことにより畜産経営の維持・継続を図る
②補助金
③Ｒ３年とＲ４を比較した酪農飼料の高騰部分×1/6＝80,686千
円
④農業協同組合を通じた町内酪農家への支援

－ － － － R4.8 R5.3
飼料高騰、原油高騰による経営困
難を理由にした廃業数０件

広報誌、町ホームページによる周
知

R4補正（地）

24 R4 単 ○

肉用牛・肉
豚肥育経営
緊急支援事
業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ －  2,672  2,672  -  2,672  -  - 

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴う消費減少及び、原油高
などの影響により、経営を圧迫している町内畜産農家に対し、緊
急的に支援を行うことにより畜産経営の維持・継続を図る。
②補助金
③牛豚マルキンの交付金対象外の支援
　　10,686千円（交付金対象外部分）×1/4＝2,672千円
④農業協同組合を通じた町内肥育農家への支援

－ － － － R4.8 R5.4以降
飼料高騰、原油高騰による経営困
難を理由にした廃業数０件

広報誌、町ホームページによる周
知

支援の対象経費が
R5.3月分までを対象と
しており、額確定及び
精算が4月以降となる
ため。

R4補正（地）

25 R4 単 ○
養鶏原油価
格高騰緊急
支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ －  3,586  3,586  -  3,586  -  - 

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴う消費減少及び、原油高
などの影響により、経営を圧迫している町内畜産農家に対し、緊
急的に支援を行うことにより畜産経営の維持・継続を図る。
②補助金
③R3年とR4を比較した養鶏に必要な燃料費の高騰分支援
　21,514千円（高騰部分）×1/6＝3,586千円
④養鶏経営体を通じた町内養鶏農家への支援

－ － － － R4.8 R5.4以降
飼料高騰、原油高騰による経営困
難を理由にした廃業数０件

広報誌、町ホームページによる周
知

支援の対象経費が
R5.3月分までを対象と
しており、額確定及び
精算が4月以降となる
ため。

R4補正（地）

26 R4 単 ○
生活困窮世
帯等光熱費
助成事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  12,785  6,635  -  6,635  -  6,150 

①コロナ禍における燃油価格高騰により、生活に深刻な影響を
受ける生活困窮世帯等に対し光熱費として7千円助成し、生活
支援を行う。
②扶助費、印刷製本費、手数料、通信運搬費
③扶助費12,299千円（7千円/世帯×1757世帯）
　通信運搬費469千円、印刷製本費17千円、
　その他財源：県補助金6,150千円
④生活困窮世帯

－ － ○ － R4.6 R5.3 対象世帯の申請率95％以上
ホームページ、チラシ、SNS、該当
世帯へ通知による周知

R4補正（地）

27 R4 単 ○
住宅の修
繕・改修助
成事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  10,000  10,000  -  10,000  -  - 

①コロナ禍において建築資材が高騰する中、住宅の修繕等を行
う住民に、その経費の一部を助成するとともに、建築工事の発
注を促進し、新型コロナウイルス感染症により多大な影響を受け
ている地域経済の活性化に寄与する。
②補助金
③住宅修繕等助成金100千円（補助率10％、上限100千円）
　　100千円×100件
④住宅の修繕等を町内建築業者に発注する町民

－ － ○ － R4.6 R5.3
本助成事業をきっかけに住宅の修
繕・改修を発注した 割合８０％以
上

広報誌、ホームページ、チラシによ
る周知

R4補正（地）

28 R4 単 ○

プレミアム付
き「地元商店
応援券」発
行事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  42,300  42,300  -  42,300  -  - 

①コロナ禍において原油・物価の高騰により住民の家計に大き
な影響を与える中、住民の生活を支援するため、プレミアム付応
援券を発行し住民生活を支援するとともに、町内の消費拡大を
促進し、苦戦する地元商店を支援する。
②補助金
③商工会の行うプレミアム応援券発行補助金
補助率40％（１冊7,000円分の応援券を5,000円で販売）
補助内容：
　プレミアム経費40,000千円 (2,000円×20,000冊)
　事務費2,300千円
　　　印刷費1,160千円、チラシ作成200千円、
　　　振込手数料350千円、当選者等通知はがき95千円、
　　　消耗備品等495千円
④住民及び商工会

－ － － － R4.6 R5.3
発行数に対する購入申込率100％
地元商店応援券換金率90%以上

ホームページ、新聞折込チラシ、Ｓ
ＮＳによる周知

R4補正（地）

29 R3 単 －

新事業展
開・販路開
拓等支援補
助金

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ －  5,000  5,000  5,000  - 

①コロナ禍で変化した市場・経済環境に対応するため、新商品・
新役務の開発・改良や販売戦略の見直し、ＩＴ活用による業務効
率化のための調査、試作、検証等に必要な経費を補助すること
により、町内事業者の事業継続及び活性化を図る。
②補助金
③補助金5,000千円（補助率2/3、補助上限500千円/件）
④町内の中小企業者等

－ － － － R4.6 R5.3
新たな事業活動に取り組む事業
者：10件

広報誌、ホームページ、チラシ、訪
問による周知

R4補正（地）

30 R4 単 ○
燃油高騰対
策特別金融
支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  429  215  -  215  -  214 

①コロナ禍における燃油及び原材料価格高騰・円安の影響によ
り経営に影響を受けている中小企業に対して、燃油高騰等に起
因する融資に係る利子を補給することにより事業者の経営安定
を図る。
②補助金
③融資額40,000千円×利率1.43％×9/12月
　 その他財源：県補助金214千円
④町内中小企業

－ － － － R4.6 R5.3 廃業件数0件 ホームページ、チラシによる周知 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

交付対象事
業の名称

所
管

交付金の区
分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

31 R3 単 －
惑星コトウラ
ウィーク事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ －  2,000  2,000  2,000  - 

①コロナ禍から社会経済活動を再開するきっかけづくりとして、
稼ぐ観光で町産業全体の底上げを図ること等を目的として、道
の駅を中心に琴浦町の”食”や”自然”の魅力を発信する町内回
遊型イベント週間を開催する。
②委託料
③イベント開催委託料2,000千円
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R4.12
・アンケートによるイベント満足度　
70％以上

ホームページ、チラシ、ＳＮＳ、ケー
ブルテレビによる特集番組等によ
る周知

R4補正（地）

32 R4 単 ○

介護・障が
い事業所原
油高騰緊急
対策事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  720  720  -  720  -  - 

①コロナ禍における燃料費の高騰の中、通所訪問を行う介護・
障がい事業所のガソリン代の負担軽減を行うことで地域の在宅
介護体制の確保を図る。
②交付金
③交付金720千円（30,000円×24ヵ所）
④介護・障がい事業所（通所、訪問を行う事業所）

－ － － － R4.7 R5.3
介護・障がい事業所の燃料高騰に
起因する廃業件数0件

町ホームページによる周知 R4補正（地）

33 R3 単 －
抗原定性検
査キット配付
事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ －  1,068  1,068  1,068  - 

①新型コロナウイルス感染症に罹患した介護事業所従事者の
抗原検査を行うことにより、自宅待機期間の短縮を支援し、地域
の介護体制の確保を図る。
②医薬材料費（抗原検査キット）
③抗原定性検査キット600個　1,068千円
④介護事業所

－ － － － R4.8 R5.3
介護事業所の職員感染に起因し
た人手不足によるサービス停止0
件

町ホームページによる周知 R4予備費（地）

34 R3 単 －

ポストコロナ
インバウンド
誘致対策促
進事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ －  925  925  925  - 

①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受ける観光業
のポストコロナを見据えたインバウンド誘致対策として、鳥取県
の支援制度と協調した支援施策を講じることやトップセールスに
より、鳥取県中部圏域への訪日外国人観光客の誘客を図る。
②負担金
③DMOインバウンド誘致対促進負担金525千円
　　総事業費：6,000千円
　　うち琴浦町負担金：525千円 
    その他　トップセールス旅費負担金:400千円
④(一社）鳥取中部観光推進機構（ＤＭＯ）

－ － － － R4.10 R5.3 町内観光地利用5件以上 町ホームページによる周知 R4補正（地）

35 R4 単 ○

私立こども
園・保育園
物価高騰対
策支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

 981  981  981  - 

①コロナ禍における物価高騰に伴い光熱費や食材費の負担が
急激に増えている私立こども園・保育園に対し安定的な園運営
ができるよう支援するとともに副食費負担の追加徴収を行わな
いことで子育て世帯の支援を行う。
②補助金
③補助金　981千円
・4月～9月（6ヶ月分）の食材費・高熱費の支援
　　＠3,870円×190人＝735,300円
・10～3月（6カ月分）の食材・光熱費の支援
　　＠3,870円×190人×1/3＝245,100円
　　　　※別途、3,870円/人に対して鳥取県にて2/3の支援あり
④町内私立こども園・保育園

－ － － － R4.4 R5.4以降
物価高騰による保護者負担の追
加徴収金ゼロ

町ホームページによる周知

支援の対象経費が
R5.3月分までを対象と
しており、額確定及び
精算が4月以降となる
ため。

R4補正（地）

36 R4 単 ○

医療・社会
福祉施設物
価高騰対策
支援

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

 4,728  4,728  4,728  - 

①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加え物価高騰
に伴う、光熱費や食材費の負担が急激に増えている医療・介護・
障がい施設に対し安定的な運営ができるように支援を行う。
②交付金
③交付金（施設類型ごと）
　医科・歯科　100千円/施設×16ヵ所=1,600千円
　薬局　　　　 35千円/施設×7ヵ所＝　245千円
　介護　32ヵ所　1施設10千円～75千円＋定員等加算＝2,628千
円
　障がい 8ヵ所　1施設7.5千円～75千円＋定員等加算＝255千
円
④町内　医科、歯科、薬局、介護（有料老人ホーム等含む）、障

－ － － － R4.10 R5.3
物価高騰等による事業者廃業ゼ
ロ

町ホームページによる周知と対象
事業所への通知

R4補正（地）

37 R4 単 ○

燃油・エネル
ギー価格高
騰対策事業
者交付金
（重点交付
金分）

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

 2,836  2,836  2,836  - 

【No37、No38、No39と3行に分けて記載】※R4重点交付金充当
分
①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加えて燃油・
エネルギー価格の高騰により経営上の影響を受ける中小企業
者の事業継続を支援する。
②③交付金45,000千円のうち重点交付金分2,836千円
(1)交付金基礎額
　　年間売上げ規模1,000万円未満 ：50千円×76件、同1,000万
円以上5,000万円未満：150千円×72件、同5,000万円以上10,000
万円未満：200千円×24件、同10,000万円以上：300千円×64件
(2)交付金加算額
　令和4年4月から12月までの任意の1か月の燃料費・電気代・ガ
ス料金の合計額が100万円以上：200千円× 32件
④農林漁業、医療・福祉を主たる事業として営む者を除く中小企
業で、町内に事業所を有する次のいずれも満たす会社又は個人
事業主
・令和4年4月から12月までの連続する任意の3か月の町内事業
所で使用した燃料費、電気代、ガス料金の合計額が、前年同期
間と比較して10％以上増加していること。
・令和3年度の任意の連続する3か月の平均事業収入が100千円

－ － － － R4.10 R5.3
エネルギー価格高騰による事業者
廃業ゼロ

ホームページによる周知 R4補正（地）

38 R4 単 ○

燃油・エネル
ギー価格高
騰対策事業
者交付金
（物価高騰
分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  5,109  5,109  -  5,109  -  - 

【No37、No38、No39と3行に分けて記載】※R4通常分充当分
①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加え燃油・エ
ネルギー価格の高騰により経営上の影響を受ける中小企業者
等の事業継続を支援する。
②③交付金45,000千円のうちR4通常交付金分5,109千円
(1)交付金基礎額
　年間売上げ規模1,000万円未満 ：50千円×76件、同1,000万円
以上5,000万円未満：150千円×72件、同5,000万円以上10,000万
円未満：200千円×24件、同10,000万円以上：300千円×64件
(2)交付金加算額
　令和4年4月から12月までの任意の1か月の燃料費・電気代・ガ
ス料金の合計額が100万円以上：200千円× 32件
④農林漁業、医療・福祉を主たる事業として営む者を除く中小企
業で、町内に事業所を有する次のいずれも満たす会社又は個人
事業主等
・令和4年4月から12月までの連続する任意の3か月の町内事業
所で使用した燃料費、電気代、ガス料金の合計額が、前年同期
間と比較して10％以上増加していること。
・令和3年度の任意の連続する3か月の平均事業収入が100千円
以上あり今後も事業継続の意思があること。

－ － － － R4.10 R5.3
エネルギー価格高騰による事業者
廃業ゼロ

ホームページによる周知 R4補正（地）

39 R3 単 ○

燃油・エネル
ギー価格高
騰対策事業
者交付金
（R3補正分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  38,685  38,685  38,685  -  - 

【No37、No38、No39と3行に分けて記載】※R3通常分充当分
①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加え燃油・エ
ネルギー価格の高騰により経営上の影響を受ける中小企業者
等の事業継続を支援する。
②③交付金45,000千円及び委託料1,613千円のうちR3通常交付
金分38,685千円
(1)交付金基礎額
　年間売上げ規模1,000万円未満 ：50千円×76件、同1,000万円
以上5,000万円未満：150千円×72件、同5,000万円以上10,000万
円未満：200千円×24件、同10,000万円以上：300千円×64件　
※令和3年9月30日以降に起業した者：年間売上げ規模によらず
一律50千円
(2)交付金加算額
　令和4年4月から12月までの任意の1か月の燃料費・電気代・ガ
ス料金の合計額が100万円以上：200千円× 32件
(3)審査支払い業務委託費1,613千円
④農林漁業、医療・福祉を主たる事業として営む者を除く中小企
業で、町内に事業所を有する次のいずれかを満たす会社又は
個人事業主等
・令和4年4月から12月までの連続する任意の3か月の町内事業
所で使用した燃料費、電気代、ガス料金の合計額が、前年同期
間と比較して10％以上増加しており、かつ、令和3年度の任意の
連続する3か月の平均事業収入が100千円以上あり今後も事業
継続の意思があること。
・令和3年9月30日以降に起業しており、事業収入があること。

－ － － － R4.10 R5.3
エネルギー価格高騰による事業者
廃業ゼロ

ホームページによる周知 R4補正（地）

40 R4 単 ○
漁業者電気
価格高騰対
策支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 1,500  1,500  1,500  - 

①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加え電気価格
金の高騰により経営上の影響を受ける水産業者等の事業継続
を支援する。
②交付金
③交付金1,500千円
　1ヶ月の電気料金　　　　　　　交付額
　100万円以上200万円未満　　　20万円
　200万円以上300万円未満　　　30万円
　300万円以上400万円未満　　　40万円
　400万円以上　　　　　　　　　　  50万円
④町内に事業所を有する水産業者、漁業協同組合のうち次の
要件を満たすもの。
・令和4年4月から12月までの連続する任意の3ヶ月の町内事業
所で使用した「電気料金」が、前年同期と比較して10％以上増加
していること。

－ － － － R4.4 R4.12
物価価格高騰による事業者廃業
ゼロ

ホームページによる周知 R4補正（地）

41 R4 単 ○
肥料価格高
騰対策事業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 20,344  20,344  -  20,344  - 

①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加え世界的な
エネルギー価格の高騰等による肥料価格上昇による所得減少
の影響を緩和するため、化学肥料使用量の低減の取組を行う農
業者に対し肥料価格上昇相当額の一部を琴浦町農業再生協議
会を通じて支援する。
②補助金、人件費（申請受付等事務）
③補助金　18,602千円
　（内訳）
　　農家補助分：16,000千円
　　事務費補助：2,602千円（消耗品費、通信運搬費、振込手数
料など）
　人件費：会計年度任用職員　1,742千円
　（内訳）
　　報酬：1,207千円、職員手当：175千円、共済費：322千円
　　費用弁償：38千円
④琴浦町農業再生協議会（化学肥料使用量の低減を行う農業

－ － － － R4.11 R5.4以降
肥料使用量低減の取組実施農業
経営体の割合65％以上

町ホームページによる周知と生産
組合（部会）への説明会および全
体説明会の開催

支援の対象経費が
R5.3月分までを対象と
しており、額確定及び
精算が4月以降となる
ため。

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

交付対象事
業の名称

所
管

交付金の区
分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

42 R4 単 ○

エネルギー
価格高騰に
伴う生活困
窮者等光熱
費助成事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

 2,113  1,063  -  1,063  1,050 

①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加えエネル
ギー価格高騰を受けて、国の物価高騰緊急支援給付金支給事
業の対象とならない各種手当受給世帯に対し光熱費として14千
円助成し、生活支援を行う。
②扶助費、通信運搬費
③扶助費2,100千円（14千円/世帯×150世帯）
　通信運搬費13千円
　その他財源：県補助金1,050千円
④児童扶養手当受給世帯、特別児童扶養手当受給世帯、特別
障がい者手当受給世帯（国の物価高騰緊急支援給付金支給対
象世帯を除く）

－ － ○ － R4.12 R5.2 対象世帯の申請率95％以上
ホームページ、チラシ、該当世帯へ
通知による周知

R4補正（地）

43 R4 単 ○

国営造成施
設管理事業
費物価高騰
対策支援事
業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 763  763  763  - 

①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加えエネル
ギー価格高騰を受けている農家を支援するため、高騰する農業
水利施設の電気料金（高騰分）支援する。
②補助金
③補助金763千円（令和４年４月使用分から令和５年３月末まで
の国営造成施設等電気代の高騰分（燃料費調整額負担分）を
国補助金対象外である農業効果分｝（16分の10。62.5％）に琴浦
町負担割合62.2％（ちなみに北栄町は37.8％）を乗じた額を補助
金で支援する。）
④農業水利施設を維持管理する土地区土地改良区連合を通じ
た農業者支援

－ － － － R5.2 R5.3
受益農家への電気価格高騰分に
よる特別徴収額ゼロ。

ホームページ等による周知 R4補正（地）

44 R4 単 ○

物価・エネル
ギー価格高
騰対策町民
支援商品券
配付事業
（重点交付
金分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

 41,916  41,221  41,221  695 

【No44、No45と2行に分けて記載】※R4重点交付金充当分
①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加え急激な物
価・エネルギー価格高騰下で、賃金の上昇が不透明な状況にあ
る。消費の低迷を下支えするとともに逼迫する町民家計を支援
するため商品券を配布する。
②扶助費（商品券）、印刷製本費、通信運搬費、委託料
　　総事業費56,116千円のうちR4通常交付金分41,916千円
③
・扶助費（商品券）　52,230千円
　3千円/世帯×6,454世帯＝19,362千円
　2千円/人×16,434人＝32,868千円
・印刷製本費（郵送用封筒）　154千円
　20円×7000枚＝154千円
・通信運搬費（商品券郵送料、再送分を含む）　2,732千円
・委託料（商品券作成、換金）　621千円
その他一般財源：8,759千円
④町民

－ － － － R5.1 R5.4以降 換金率95%以上
ホームページ、広報誌等による周
知

商品券等の換金状況
を把握し、精算をR5.4
月以降に行う必要があ
るため。

R4補正（地）

45 R4 単 ○

物価・エネル
ギー価格高
騰対策町民
支援商品券
配付事業
（物価高騰
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  14,200  14,000  14,000  -  200 

【No44、No45と2行に分けて記載】※R4通常交付金充当分
①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に加え急激な物
価・エネルギー価格高騰下で、賃金の上昇が不透明な状況にあ
る。消費の低迷を下支えするとともに逼迫する町民家計を支援
するため商品券を配布する。
②扶助費（商品券）、印刷製本費、通信運搬費、委託料
　　総事業費56,116千円のうちR4通常交付金分14,200千円
③
・扶助費（商品券）　52,230千円
　3千円/世帯×6,454世帯＝19,362千円
　2千円/人×16,434人＝32,868千円
・印刷製本費（郵送用封筒）　154千円
　20円×7000枚＝154千円
・通信運搬費（商品券郵送料、再送分を含む）　2,732千円
・委託料（商品券作成、換金）　1,000千円
その他一般財源：200千円
④町民

－ － － － R5.1 R5.4以降 換金率95%以上
ホームページ、広報誌等による周
知

商品券等の換金状況
を把握し、精算をR5.4
月以降に行う必要があ
るため。

R4補正（地）

46 R4 単 ○
肉用牛肥育
経営安定特
別対策事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 3,428  3,428  3,428  - 

①肉用牛生産者は新型コロナウイルス感染症の拡大による影
響に加え、飼料価格等の高騰による生産コストの増加により所
得が減少している。所得が低下した場合に積立金を財源とした
肉用牛肥育経営安定交付金が交付されるが、交付金の発動に
よりその積立金単価の生産者負担も増加し、経営を圧迫してい
る。経営の安定化を図るため、積立金の増額に対応する支援を
行う。
②補助金
③補助金3,428千円
　肉専用：積立金増加額＠14千円×1/6×1,246頭
　交雑種：積立金増加額＠ 6千円×1/6× 59頭
　乳用種：積立金増加額＠ 8千円×1/6×346頭
④町内肉用牛生産者

－ － － － R5.1 R5.4以降
飼料高騰、原油高騰による経営困
難を理由にした廃業数０件

広報誌、町ホームページによる周
知

支援の対象経費が
R5.3月分までを対象と
しており、額確定及び
精算が4月以降となる
ため。

R4補正（地）


